

























































































































また 1946年 3月当時には， r情事訴訟法ニ対スノレ修正意見 (ProposedRevi-
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2) 刑事訴訟法総定過程研究会「刑毒事訴訟法の制定過程 (4)J法学協会雑誌91巻 11
号 1662J[ (1974年)(松尾、冶也〕。
3) 刑事訴訟法制定過程研究会・前掲注2，I刑事訴訟法の制定過程 (4)J 1670]室参
mヨ。
4) 間資料については，井上正仁他・綴『刑事訴訟法総定資料全集・昭和刑事訴訟法
編 (1)~ 119-20， 153-54， 160 J[ (信山社， 2001年)参照。
5) 刑事訴訟法制定過程研究会 f刑事訴訟法の制定過程 (5)J法学協会雑誌91巻 12
号 1740-41頁(1974年)(松尾治也〕。
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意見(昭和 21 年 1 月 26 日)~がある。ここでは，受命判事の権限明確化のための怠
見などが寄せられている。井上他編，前掲注4，234-35頁。
7) 刑事訴訟法制定過程研究会「刑事訴訟法の制定過穏 (6)J法学協会雑誌 92巻 5号
590頁 (1975年) (小田中聴、協〕。
8) 刑事訴訟法制定過程研究会「刑事訴訟法の制定過程 (7)J法学協会雑誌 92巻 6号
726-28頁 (1975年) (小田中総様〕。
9) 刑事訴訟法制定過程研究会・前掲注 8，r刑事訴訟法の制定過程 (7)J 732-33頁。
10) 当時の資料の中で，飛鳥田喜一氏による『刑事訴訟法改正に付考慮すべき問題懸
見(第一回小委員会にて記述の点を徐\)~にそのような記述がJtられる。刑事訴訟
法制定過程研究会「刑事訴訟法の制定過程 (8)J法学協会雑誌 92巻 7号 868fi[ 
(1975年) (小田中聴樹〕参照。
11) 刑事訴訟法制定過程研究会・前掲注 10，研5事訴訟法の制定過程 (8)J 880亥ο
12) 刑事訴訟法制定過程研究会 f刑事訴訟法の制定過程 (9)J法学協会雑誌92巻 10
号 1373頁 (1975年) [小田中聴樹〕。
13) 刑事訴訟法制定過程研究会・前掲注 12，r刑事訴訟法の制定過程 (9)J 1389頁。
14) 刑事訴訟法制定過程研究会「刑事訴訟法の制定過程 (12)J法学協会雑誌93巻 3
号 394-95貰(1976年) (小田中際、樹〕。
15) 刑事訴訟法制定過程研究会・官官掲注 14，r刑事訴訟法の制定過程 (12)J 402夏。
16) 刑事訴訟法制定過程研究会・前掲注 14，r刑事訴訟法の制定過程 (12)J 410頁。
17) SUPREME COURT OF JAPAN， CRIMINAL AFFAI丑SBu立EAU，GENERAL SECRETARIAT， 
RECENT DEVELOPMENT IN THE FlELD OF CRIMINAL JUSTICE IN JAPAN 39 (1950). 
18) Id. at 41. 
19) Ibid. 
20) Id. at 44 & 46. 
21) SUP立EMECOURT OF JAPAN， GENERAL SECRETARIAT， RECENT DEVELOPMENTS IN 
THE FIELD OF C立IMINALJUSTICE IN JAPAN 26 (1955). 
22) 長沼範良 f集中審理と事前準備」法学教室223号 33fi[ (1999年)参照。














































44) 水原敏博 r思決の期待にこたえる刑事可法Jについて(論点整理)J (2000年4月
25日) Chttp://www.kantei.go.jp/jp/sihouseido/dai18/18bessi5.html > (参照日 2006
年8月24B)参照。






¥'l'Nw.kantei.go.jpfjp/sihouseidofdai26/26gaiyou.html) (参照日 2006年 8月24B)o 
46) その後，第53閉会議などで，特に集中的に取り上げられた。『第53図司法制度改
革審議会議事概要J参照。(http://www.kantei.go.jp/jp/ sihouseido/ dai53/53gaiyou. 
htm]) (参照日 2006年 8月24日)。
47) 司法制度改革審議会『司法制度改革審議会意見書一-21世紀の日本を支える湾法
制度一一~ 42-43真(司法制度改革審議会， 2001年)0 (http://w¥へTw.kantei.go伊/jpl
sihouseido/report/ikensyo/pdfs/iken-2.pdO (参照臼 2006年8月24日)。
48) 司法制度改革審議会・前掲注47，43頁。なお， この提案lこ対する分析として，長
沼範幸義 f事前準備と予断の防止j法学教室266号 115頁以下 (2002年)がある。中
間報告における争点整理については，酒巻医「刑事裁判の充実・迅速化一一争点整
理と託拠開示手続の機築j ジ、ユリスト 1198号 146Jf以下 (2001年)参照。
49) 例えば，学説上も当事者主義そ刑事裁判手続の基調とした結果，極めて窮屈な事
前準備しか認めていないと評されている。平良木霊を規男 f当事者主義と予断排除」
『田富裕簿士追悼論集・下巻~ 340 Jf (信山社， 2003年)。立法部の段階での主張で
あるが，同論文は，第一回公判期目前の毒事前準備な大部分できるようにしておき，
その限界を設けて法定すべきであるとする。また，荒木伸恰「公判審理j法律時報
61 巻 10 号 47 頁 (1989 年)は，公判準策に隠する刑訴規則 178 条の 2~178 条の II











52) 福井厚「事前準備vs準備手続vs公判準備」法学教室 119号 23頁 (1990年)。
53) 例えば，村井敏邦ほか iJA談会・刑事可法はどう変わるのかj法律特報76巻 10
号 13-15頁 (2004年)，座談会 f裁判員制度をめぐってJジュリスト 1268号 30頁
(2004年)， 1出敏裕「公判前整理手続j ジュリスト 1268号 73頁以下 (2004年)， 




(参照臼 2006年 8fj 24日)。
55) 司法制度改革検討会・裁判員制度.;fU事検討会第31回会合で配布された『刑事裁
!fUの充実・迅速化のための方策の概要について(骨格案H 参照，(http://www. 
kantei.go.jp/jpl singil sihou/kentoukail saibaninl dai3l/31siryou2. pdO (参照日 2006年
9月16日)。
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{付記】 本研究は，平成 14，15年度科学研究費補助金・若手研究 (B)r刑事裁
判における準備手続の研究jによる研究成果の一部である。
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